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はじめに 

 
 わが国経済は，企業部門の絶え間ない努力による好調さが家計

部門へ波及しており，個人消費など民間需要の拡大を支えに回復

基調にある。 

しかし，今後，原油価格の高止まりや，中国など近隣諸国との

競争激化により企業収益が圧迫され，個人消費や設備投資等に悪

影響を及ぼすことが懸念される。 

このような状況の下，景気を本格的な回復につなげていくため

には，企業や個人の活力を引き出すための税制改革を促進し，経

済を活性化することが重要である。 
また，地域経済の振興のためには，地域社会の構成員である地

元企業や個人が一体となり，自ら地域経済を担っていく仕組みづ

くりを進めるとともに，産学官連携の推進や新事業・新産業の創

出のための環境整備を図ることが必要であり，そのための税制面

での支援も欠かせない。 
さらに，市町村合併が進展した今日，地方が自立的・持続的に

発展していくには，地方分権にふさわしい新たな地方行財政制度

の確立が求められ，国と地方による税財政改革の議論の場におい

て十分な検討を行う必要がある。 
以上のような視点から，中国経済連合会では，総合政策委員会

（委員長：橋本 宗利 ㈱広島ホームテレビ代表取締役社長）にお
いて，平成１８年度税制改正についての審議・取りまとめを行い，

以下のとおり要望を行うものである。 



平成１８年度税制改正に関する要望 

 

１．法人税制等について 

  

（１）研究開発促進税制の延長 

わが国企業の国際競争力の向上には，研究開発の促進は不可欠で

ある。平成15年度税制改正において，試験研究費の総額の一定割合

を税額控除する制度が導入されたが，投資促進による短期的な需要

促進に加え，生産性を向上させるなど一定の効果が示されたことか

ら，恒久的措置である制度の基幹的部分（税額控除率８～10％，中

小企業は一律12％）に ，３年間の時限措置として上乗せされた２％

（中小企業は３％）分については，来年度以降も存続させるべきで

ある。 

 

（２）ＩＴ投資促進税制の延長 

 わが国企業が国際競争力を維持・向上させていくには，ＩＴ投資

による事業の効率化や付加価値向上が重要である。平成15年度税制

改正において，３年間の時限措置として自社利用のＩＴ投資につき，

税額控除（10％）または特別償却（50％）の措置が講じられたが，

生産性向上と競争力強化に直結するものとして，多くの企業が活用

しており，その効果は極めて大きいものといえることから，来年度

以降も存続させるべきである。 
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（３）減価償却制度の見直し 

減価償却制度は，企業の発展に欠かせない設備投資行動に大きな

影響を与えている。加えて，国際競争力が激化している中，国際的

なイコール・フッティングが求められている。先進国に例のない償

却可能限度額の設定を廃止し，100％償却可能とするべきである。 

また，投下資金の早期回収の観点から，耐用年数を短縮するか，

あるいは，加速度償却制度を一般的な制度として導入することが必

要である。 

 

（４）連結納税制度の見直し 

 連結納税制度は，企業グループを一つの納税単位とすることで実

態に即した適性課税が可能となるほか，企業の組織再編をより柔軟

に行うことができ，わが国企業の国際競争力の強化にもつながるこ

ととなるが，制度を導入する企業が少ないのが実態である。連結グ

ループ法人間での寄付金の損金算入を認め，また，制度の適用開始

または加入時における連結所得からの子会社の繰越欠損金控除を可

能とし，一定の資産の時価評価規定を廃止するなど，制度導入を促

進する環境を整えるべきである。 

 

（５）欠損金の繰戻還付制度の復活 

 法人税法上は，企業育成の観点から一定の要件のもと，事業年度

間での損益通算による税の軽減を認めている。欠損金の繰戻還付制

度は，バブル経済の崩壊による税収不足を補う目的で，平成４年度
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から適用停止となっているが，この停止を解除し，さらに繰戻還付

期間を１年から２年に延長するべきである。 

 

（６）外国税額控除制度の見直し 

 国際的なイコール・フッティングの観点から，外国税額控除限度

額を拡大するとともに，控除限度超過額および控除余裕額の繰越期

間を延長するべきである。また，控除限度超過額について，損金算

入を認めるべきである。 

 

（７）ベンチャー企業の育成 

 経済の活性化には新事業・新産業の創出が欠かせず，ベンチャー

企業の果たす役割は大きい。新規事業を起こす環境を整備し，創業

を促進するためにも，ベンチャー企業に対しては創業から一定期間，

法人税率を軽減するなど税制の優遇措置を講じるべきである。 

 

２．個人所得課税について 

 

定率減税については，平成 17 年度税制改正において平成 18 年か

ら，個人所得税・個人住民税の減税分が半減されることとなったが，

さらなる見直しについては，景気動向を踏まえ慎重に検討を行うべ

きである。 
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３．土地税制等について 

 

（１）不動産の流通促進 

 大都市圏の一部では地価の下げ止まり傾向がみられるものの，地

方においては依然として下落が続いている。土地の有効利用と企業

の活力向上，地域の活性化の観点から，平成17年度末で期限切れと

なる不動産取得税および登録免許税の軽減措置について，適用期限

を延長するべきである。 

 

（２）償却資産に対する固定資産税の廃止 

 家屋以外の事業用償却資産に対する固定資産税は，諸外国を見て

も異例であり，また，課税が特定の設備型産業に偏るなど公平性が

保てないことから，廃止するべきである。 

 

４．環境税について 

 

 産業界は地球温暖化防止に向け，CO2の排出削減に加え，優れた省

エネ製品の開発や国民運動に対する協力など，懸命に努力を続けて

いる。そうした中での環境税の導入は，産業界の自主的な取り組み

を阻害するばかりでなく，国際競争力を著しく低下させ，ひいては

同様の税負担がない周辺諸国への生産移転を促すこととなり，地球

規模でみれば，かえってCO2排出量の増加が懸念されるため，導入す

るべきではない。 
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５．地方財政について 
 

国と地方の税財政改革を進めるにあたっては，特に以下の３点に

ついて，十分な検討が必要である。 

（１）国と地方を通じた歳出のスリム化の徹底 

 人件費など諸経費の削減や行政サービスの民間への開放等を促進

することで，一層の歳出のスリム化に努めるべきである。 

 

（２）地方の役割に見合った税源の移譲 

 地方分権を進めるうえで，三位一体の改革は是非とも実現させな

ければならない。国庫補助負担金の削減は，地方への税源移譲と一

体が原則であり，それらを確実に実施するべきである。 

 

（３）自治体間の財政力格差に対する新たな調整システムの確立 

 現在取り組まれている地方交付税の改革にあたっては，地域間の

財政力格差を配慮するべきである。 

また，将来的には新たな調整システムの確立を検討するべきであ

る。 

 

６．道路特定財源について 
  

 道路は最も基本的な社会基盤であり，道路網の整備は，地域の均

衡ある発展と地域の活性化，生活環境の向上等を図るためにも，大
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変重要である。地方道路網の整備は進展しているものの，特に高規

格道路の計画的かつ早期の整備に対する地域住民の要望は切実であ

る。 

 しかし，構造改革の一環として，公共工事費の抑制が図られてき

ており，現在，道路整備の財源である道路特定財源の見直しや一般

財源化について議論されているが，議論にあたっては道路整備の重

要性を深く認識し，今後の道路整備に支障を来たすことのないよう

配慮するべきである。 

以 上 
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